
2-11 なぜ天竜川を越えて遠くまで配水するのか。 

現在、遠州広域水道用水供給事業では、天竜川、都田川を水源とし 15 市町村に上水の供給を
おこなっております。平成 12 年 9 月に調査したところ、13 市町から新たに 1 日あたり 67,400
立方メートルの水が必要であるとの要望がありました。 

しかし、主要水源である天竜川からの新たな取水は難しいと判断され、天竜川右岸地域に新
規水源が確保できないため、水源を太田川ダムに求め、受水申し込みのあった右岸地区の関係市
町に天竜川を越えて送水するものです。 （Q&A2-7 参照） 

このことで、遠州地域に天竜川系、都田川系、太田川系の 3 箇所の水源を確保できることと
なり、異常渇水時の相互融通、水質事故災害等の異常時の危険分散ができることから、上水の安
定供給の点では非常に強化されることになります。 

 



2-12 水道水取水予定地点では生活排水も流入していると思うが水質はどう

か。 

太田川では毎年定期的に採水し、一般細菌や大腸菌群等の「健康に関連する 29 項目」と亜鉛
や鉄等の「水道水が有すべき性状に関連する 17 項目」について水質試験を実施していますが、
過去において障害となるような結果は出ていません。 

 



 
※21〜25 の項目は、消毒副生成能検査の測定値です。 水道水質検査結果表中の基準値

は、水道水（浄水処理した後の水）についての値です。 また、水質検査したのは、原水
（浄水処理する前の河川水）であるため、この基準値は適用されません。なお、「1 一般細
菌」及び「2 大腸菌群」は基準値を超えていますが、水道用水として浄水処理する過程で
塩素滅菌を行いますで、水道水質基準値内となります。 



2-13 遠州広域水道用水供給事業（太田川系）の工事進捗状況はどうなってい

るのか。 

遠州広域水道用水供給事業（太田川系）は 14 市町に対して日量 81,000ｍ3 を供給する計画で
平成 6 年度から事業に着手し、平成 12 年度までに 115 億円余を投資し、工事の進捗率は 23.8％
です。 

その内訳としては、太田川ダム負担金 33 億 6 千万円余、水道専用工事が 81 億 4 千万円余と
なっています。 

また、水道事業としては太田川ダムからの給水開始時期が平成 21 年 4 月となっていますが、
1 年でも早く給水を要望している事業体は、13 市町（受水量の見直し後）のうち袋井市、浜北市
他 4 町があり、水道水の安定給水を図る観点から、早期に太田川ダムからの供給を望んでいま
す。 

 



2-14 水道料金の大幅値上げは反対である。ダムが出来ると水道料金が 2 倍に

なるという話だが本当なのか。 

浄水場等の水道施設は、関係市町の申込水量を基に施設規模を決め、整備を行っていくもの
であり、この施設整備費や安定給水に必要な維持管理費などの経費は水道料金として回収してい
くことになります。 

この水道料金の算定に当っては、施設整備費が最も大きな構成要素となっておりますので、
施設整備時期の調整を行ったり、公共工事のコスト縮減に今まで以上に努力するとともに、事業
資金については最も有利な借入れを行うなどして、水道料金を引き下げるよう努め、関係市町に
安定した給水を行っていきたいと考えております。（企業局） 

  
  
料金算定は 3〜5 年間毎に見直しするのが一般的で、その時の施設建設費や維持管理費等を基

本に決定されます。過去、共同水道、簡易水道で給水してきましたが生活様式の向上から衛生的
で、容易に水利用ができるよう、上水道が創設され施設の整備がされてきました。この施設の維
持管理が増加した分それなりに料金として反映してきております。 

近年の生活様式は、更に水需要の増加となる高度なものとなっています。また、地域の産業
も水需要の増加となっています。このような事から、今後の水の安定供給には新たな水源として
ダムからの受水が必要であります。そして、水道事業としてその負担をして行かなければなりま
せん。 

一方、受水に伴い、町水道施設の増補改善が必要であることと、創設以来の料金であること
から、今後料金の見直しは避けては通れないと思います。これらについては、将来事業の経営診
断をし、住民の意見を聴いて行くことになります。 なお、参考に湖北湖西系においては、各市
町平均 10〜60％の値上げとなっています。（森町水道課） 



2-15 水道が出ないとき、工水が止まったとき給水を行っている県は、どのよ

うな責任があるのか。 

企業局が行う水道用水供給事業は、給水契約に基づき各市町村の水道事業に水道用水を給水
する事業であり、水道法上、直接的に給水業務が規定されていません。 

しかし、企業局の給水した水道用水は、各市町村の水道事業者の施設を通じて住民に給水さ
れており、水道事業の一部を代替していること、また、 

その料金については各市町村の水道事業者から頂いていることから、断水による影響が無い
よう安定した給水を維持する義務があります。 

工業用水道事業は、製造業等を営む企業に対して、給水契約に基づき工業用水を給水するも
のであり、工業用水道事業法上、給水義務が規定されているものの工業用水道事業者と使用者の
責任、供給条件は給水規程（静岡県工業用水道及び水道給水規程）の定めるところに委ねられて
います。 

給水義務についての工業用水道事業者の責任は、水道用水供給事業者と同様、その料金につ
いて供給先の企業から頂いていることから安定した給水を維持する義務があります。 
 


